
令和 6年 5月 9日

計算書類に対する注記
別紙１

１．重要な会計方針

　　（1）固定資産の減価償却の方法
　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したものについて
　　　は定額法によっている。

　　（2）引当金の計上基準
　　　　　該当なし

２．重要な会計方針の変更　該当なし

３．法人で採用する退職給付制度

　　　　当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

　　　　（1）社会福祉施設職員等退職手当共済制度
　　　　　平成18年3月31日以前から常勤であった職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉
　　　　施設職員等退職手当共済制度に加入している。

　　　　（2）年金基金制度
　　　　　京都社会福祉事業企業年金基金の実施する確定給付企業年金制度に加入している。

４．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）
　（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
　　　　当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため作成を省略している。
　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
　　　　当法人では、拠点区分が一つであるため作成を省略している。
　（４）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
　（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　京都八勝館　拠点（社会福祉事業）
　　　　「法人本部」
　　　　「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム京都八勝館）」
　　　　「京都八勝館通所介護事業所」
　　　　「京都八勝館短期入所生活介護」
　　　　次の公益事業は、上記社会福祉事業と一体的に実施されているため、当該社会福祉事業としての拠点区分
　　　に含めて同一拠点区分として会計処理を行っている。
　　　　「京都八勝館居宅介護支援事業所」
　　　　「八幡市京都八勝館在宅介護支援センター」

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

468,236,400土地 468,236,400

20,945,664 41,891,334215,718,528建物 194,772,858

683,954,928 20,945,664 41,891,334 663,009,258合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し　　　　　
該当なし

７．担保に供している資産　該当なし
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８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示し
ている場合は記載不要。）
　　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地 468,236,400 468,236,400

建物 844,443,234 649,670,376 194,772,858

建物 23,958,321 10,442,657 13,515,664

建物附属設備 128,874,644 43,797,538 85,077,106

構築物 10,951,245 8,391,109 2,560,136

機械及び装置 26,004,400 17,811,874 8,192,526

車輌運搬具 3,326,864 2,595,523 731,341

器具及び備品 68,301,507 48,271,879 20,029,628

有形リース資産

権利 174,852 65,408 109,444

ソフトウェア 7,434,140 4,937,590 2,496,550

無形リース資産

合計 1,581,705,607 785,983,954 795,721,653

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示し
ている場合は記載不要。）
　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

徴収不能引当金
の当期末残高

債権額 債権の当期末
残高

51,914,451事業未収入金 51,914,451

91,484未収金 91,484

798,436未収補助金 798,436

52,804,371合　計 52,804,371

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益　該当なし

１１．関連当事者との取引の内容　該当なし

１２．重要な偶発債務　該当なし

１３．重要な後発事象　該当なし

１４．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け　該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項　該当なし


